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※本資料は仮訳の部分を含みます。ジェトロでは情報・データ・解釈などをできる限り正

確に記するよう努力しておりますが、本資料で提供した情報などの正確性についてジェト

ロが保証するものではないことを予めご了承下さい。 
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新規小売または卸売役務の商標登録出願関連事項に関する通達 

2012 年 12 月 14 日   出所：国家工商行政管理総局商標局 

 

 

 2013 年 1 月 1 日より実施される『商標登録用商品・役務国際分類』第十版 2013 修正版は第 35 類に「薬

用、獣医用、衛生用製剤および医療用品の小売または卸売役務」という項目を追加した。すでに使用さ

れた商標権者の利益を一層守り、安定的市場秩序を維持するために、当局は検討の上、新規役務項目を

受理する過渡期を設けた。新規役務項目および過渡期に関する事項について以下のとおり知らせる。  

 一、新規役務及びその定義 

 

 （一）『商標登録用商品・役務国際分類』修正版に基づき、『類似商品・役務区分表』類似群 3509 に

おいて「薬用、獣医用、衛生用製剤および医療用品の小売または卸売役務」、「薬品の小売または卸売役

務」、「薬用製剤の小売または卸売役務」、「衛生製剤の小売または卸売役務」、「医療用品の小売または卸

売役務」、「動物用薬剤の小売または卸売役務」および「獣医用製剤の小売または卸売役務」の計 7つの

新規役務項目を設けた。 

 

 （二）新設役務は小売または卸売役務であり、顧客が見て購入できるように、薬品、薬用製剤、衛生

製剤、医療用品、動物用薬剤、獣医用製剤等の商品を集約し、分類すること（輸送を除く）を指す。当

該役務は、顧客が購入するよう促すために提供する役務の集合であり、伝統的な実店舗、若しくはイン

ターネット上の販売プラットフォームを通じて提供することができる。 

 

 新設役務商標登録の保護しようとする対象は上記の具体的な商品ではなく、当該商品を販売するため

に提供する総合的な、便利な役務行為である。 

 

 二、新規役務商標の出願 

 

 （一）出願人は、7つの新規役務項目の標準的名称で登録出願しなければならない。 

 

 （二）出願人の指定項目は新規役務の範疇を超えてはならない。 

 

 （三）下記の表現は新規役務項目の標準的名称でないため、当局は受理しない。 

 

 1、小売または卸売役務。 

 

 2、薬品の小売または卸売。 

 

 3、薬品名称の小売または卸売役務。 

 

 4、某ブランド薬品の小売または卸売役務。 

 



 5、薬品の小売または卸売情報を提供する。 

 

 6、薬品の小売において顧客に無料のコンサルタント役務を提供する。 

 

 7、医療機構により調合される製剤の小売または卸売役務。 

 

 8、その他の新規役務項目の標準的名称でない場合。 

 

 三、新規役務の類似関係 

 

 （一）新規役務同士の類似関係 

 

 1、「薬用、獣医用、衛生用製剤および医療用品の小売または卸売役務」と「薬品の小売または卸売役

務」、「薬用製剤の小売または卸売役務」、「衛生製剤の小売または卸売役務」、「医療用品の小売または卸

売役務」、「動物用薬剤の小売または卸売役務」、「獣医用製剤の小売または卸売役務」とは原則として類

似する。 

 

 2、「薬品の小売または卸売役務」、「薬用製剤の小売または卸売役務」、「衛生製剤の小売または卸売役

務」、「医療用品の小売または卸売役務」の四項目の役務同士は原則として類似する。 

 

 3、「薬品の小売または卸売役務」、「薬用製剤の小売または卸売役務」、「衛生製剤の小売または卸売役

務」、「医療用品の小売または卸売役務」と「動物用薬剤の小売または卸売役務」、「獣医用製剤の小売ま

たは卸売役務」とは原則として類似しない。 

 

 4、「動物用薬剤の小売または卸売役務」と「獣医用製剤の小売または卸売役務」とは原則として類似

する。 

 

 （二）新規役務とその他の商品または役務との類似関係 

 

 1、新規役務とその販売する商品とは原則として類似しない。 

 

 2、新規役務と「他人のために販促する」など第 35 類のその他の役務とは原則として類似しない。 

 

 四、過渡期の規定 

 

 当局は、1993 年の役務商標の受理経験を参考に、2013 年 1月 1日より 1月 31 日までの期間を登録出

願の過渡期として定めた。この期間中、同一または類似する新規役務について提出される登録出願は、

同日に出願されたとみなす。出願日は当局が出願書を受領した日とする。過渡期内に登録出願した新規

役務商標について以下の措置を講ずる。 

 



 （一）インターネットによる出願は受理しない。 

 

 （二）出願人が指定する新規役務項目の範囲は営業許可証における経営許可範囲と一致しなければな

らない。 

 

 （三）通常は、以下の原則により商標専用権を決める。同日出願したものについて、先使用者の商標

を初歩審定する。同日使用、或いはいずれも未使用の場合、当事者の協議により解決する。決まった期

間内に協議したくない又は協議が成立しない場合、抽選で決める。 

 

 新規役務商標が既に使用されたとは、2013 年 1月 1 日までに既に指定した新規役務項目において公式

に、実際に使用されたことを指す。 

 

 上記の規定は、過渡期内に当局で行われる新規役務商標の登録出願のみに適用する。 

 

                                                                                                                        

商標局 

2012 年 12 月 14 日 

 

 

出所： 

2012 年 12 月 14 日付け国家工商行政管理総局商標局ホームページを基に、JETRO 北京事務所にて日本

語仮訳を作成。 

http://sbj.saic.gov.cn/tz/201212/t20121214_131924.html 

http://sbj.saic.gov.cn/tz/201212/t20121214_131924.html

